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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

３ 第52期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に

関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純

利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準適用指針第４

号)を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第50期 第51期 第52期 第53期 第54期

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月

売上高 (百万円) 71,085 69,789 70,001 73,208 78,081

経常利益 (百万円) 3,442 3,607 3,684 3,788 4,577

当期純利益 (百万円) 1,543 1,841 1,539 1,902 2,416

純資産額 (百万円) 14,087 14,437 15,564 17,141 19,698

総資産額 (百万円) 43,113 41,405 42,153 43,213 45,724

１株当たり純資産額 (円) 727.74 792.95 852.17 940.18 1,080.48

１株当たり当期純利益 (円) 79.75 98.74 81.80 103.16 131.21

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 32.7 34.9 36.9 39.7 43.1

自己資本利益率 (％) 11.5 12.9 10.3 11.6 13.1

株価収益率 (倍) 12.5 7.3 13.5 12.9 13.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,894 3,239 2,572 2,251 3,039

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △628 △561 △1,582 △748 △894

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,612 △2,785 △665 △1,916 △902

現金及び現金同等物の 
期末残高

(百万円) 2,519 2,413 2,732 2,318 3,565

従業員数 
(外、平均臨時 
雇用者数)

(名)
1,008 
(307)

962
(282)

976
(254)

967 
(264)

962
(259)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

３ 第50期の１株当たり配当額は、東京証券取引所上場記念配当３円を含んでおります。 

４ 第51期の１株当たり配当額は、創立50周年記念配当５円を含んでおります。 

５ 第52期の１株当たり配当額は、市場第一部上場記念配当５円を含んでおります。 

６ 第53期の１株当たり配当額は、特別配当５円を含んでおります。 

７ 第54期の１株当たり配当額は、特別配当２円を含んでおります。 

８ 第52期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に

関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純

利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準適用指針第４

号)を適用しております。 

  

回次 第50期 第51期 第52期 第53期 第54期

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月

売上高 (百万円) 68,597 67,189 67,494 70,754 72,442

経常利益 (百万円) 3,329 3,399 3,583 3,681 4,194

当期純利益 (百万円) 1,425 1,671 1,513 1,886 2,267

資本金 (百万円) 2,200 2,200 2,200 2,200 2,200

発行済株式総数 (千株) 19,360 19,360 19,360 19,360 19,360

純資産額 (百万円) 14,399 14,543 15,734 17,307 19,672

総資産額 (百万円) 43,215 41,355 41,962 43,088 45,090

１株当たり純資産額 (円) 743.76 798.80 861.46 949.34 1,079.05

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)
18.00 
(7.50)

20.00
(7.50)

23.00
(9.00)

23.00 
(9.00)

25.00
(11.50)

１株当たり当期純利益 (円) 73.62 89.64 80.37 102.28 122.99

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 33.3 35.2 37.5 40.2 43.6

自己資本利益率 (％) 10.4 11.6 10.0 11.4 12.3

株価収益率 (倍) 13.6 8.1 13.8 13.0 14.1

配当性向 (％) 24.5 21.9 28.6 22.5 20.3

従業員数 
(外、平均臨時 
雇用者数)

(名)
934 
(299)

887
(274)

855
(247)

851 
(249)

841
(238)



２ 【沿革】 

 
  

昭和27年５月 日本ケース株式会社を設立、紙器・洋服箱の販売を開始。

昭和30年７月 東大阪市に花園工場を新設。段ボールから洋服箱まで、自社一貫生産を開始。

昭和32年５月 紙製手提袋の生産を開始。

昭和32年12月 神戸営業所(現 神戸支社)を開設。

昭和33年６月 名古屋営業所(現 名古屋支社)を開設。

昭和34年９月 東大阪市に鴻池工場(現 大阪工場)を新設。製造設備の拡大を図る。

昭和35年８月 福岡支社および京都営業所(現 京都支社)を開設。

昭和36年３月 東京支社(現 東京本部)を開設。

昭和39年９月 鴻池工場拡張工事完了、花園工場を移転。本格的な多角生産、管理体制を確立。

昭和40年７月 札幌営業所(現 北海道支社)を開設。

昭和41年５月 広島営業所(現 広島支社)を開設。

昭和42年５月 岡山営業所(現 岡山支社)、高松営業所(現 四国支社)を開設。

昭和43年４月 仙台営業所(現 東北支社)を開設。

昭和44年９月 大和郡山市に段ボール専門工場として奈良工場を新設。浦和市に浦和工場を新設。

昭和48年３月 日本デリバリー㈱(㈱ザ・ニューフォーム)を設立。

昭和49年８月 ポリ袋の生産を開始。

昭和54年９月 坂戸市に関東工場(現 埼玉工場)を新設。浦和工場を移転。

昭和58年７月 社名をザ・パック株式会社に変更。

昭和60年９月 大阪工場に配送センター新設。

昭和62年１月 横浜営業所(現 横浜支社)を開設。

昭和62年11月 米国にザ・パックアメリカコーポレーション(現・連結子会社)を設立。

平成元年12月 ザ・パックアメリカコーポレーション カンザス工場を新設。

平成３年８月 茨城県多賀郡十王町に茨城工場を新設。

平成３年９月 大阪証券取引所市場第二部に株式を上場。

平成７年３月 創業者森田重成社長永眠。

平成８年１月 ㈱ザ・ニコルス(現・連結子会社)を設立。

平成10年１月 関東支店(現 関東支社)を開設。

平成11年１月 茨城工場が、ISO14001(環境)認証を取得。

平成11年12月 本社が、ISO14001(環境)認証を取得。

平成12年４月 奈良工場がISO9001(品質)認証を取得。

平成13年９月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場。

平成13年10月 大阪、埼玉、茨城の３工場がISO9001(品質)認証を取得。

平成14年４月 奈良工場がISO14001(環境)認証を取得。

平成14年10月 大阪、埼玉の２工場がISO14001(環境)認証を取得。

平成15年６月 東京証券取引所、大阪証券取引所市場第一部に株式を上場。

平成15年10月 ㈱ザ・ニューフォームが、紙加工品の印刷事業を譲受け、社名を㈱京浜特殊印刷

(現・連結子会社)に変更。

平成15年12月 中国上海事務所を設立。



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社および連結子会社３社の合計４社で構成しております。 

また、当社グループが展開している事業活動は、紙加工品、化成品及びその他の商品の製造・販売を主

とし、かつ、その事業に関する研究・物流及びサービス等であります。 

当社グループの事業に係る位置づけは次のとおりであります。 

  

 
ザ・パックアメリカコーポレーションは、米国法人であり、現地生産を主に、海外仕入を従としてお

り、一部日本からの仕入があります。また、販売先は米国とカナダを主としております。 

  

 

  

事業の種類別 
セグメントの 
名称

事業の内容 会社名

紙加工品 

事業

紙袋、印刷紙器、洋服箱、段ボール、段ボール箱、値札、

カレンダーなどの製造、仕入及び販売

当社 

㈱京浜特殊印刷 

ザ・パックアメリカコーポレーション

化成品事業 ポリ袋、テーラーバッグなどの製造、仕入及び販売 当社 

ザ・パックアメリカコーポレーション

その他事業 ギフト品、繊維品、用度品、デザイン制作、宣伝広告用品

などの製造、仕入及び販売

当社 

㈱ザ・ニコルス 

ザ・パックアメリカコーポレーション



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 特定子会社はザ・パックアメリカコーポレーションであります。 

３ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年12月31日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を( )外数で記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年12月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を( )外数で記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社および当社企業グループの従業員は労働組合を結成しておりません。 

名称 住所
資本金 
又は出資金 
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合 
(％)

関係内容

(連結子会社)

ザ・パックアメリカ 
コーポレーション

アメリカ国 
ニューヨーク州 
ニューヨーク市

百万ドル
8
紙加工品事業 100.0

パッケージサンプル等の購入 
役員の兼任 出向等４人 資金の貸付

㈱ザ・ニコルス
大阪市 
東成区

30 その他事業 100.0
当社製品・商品の販売 
役員の兼任 出向等21人

㈱京浜特殊印刷
大阪市 
東成区

10 紙加工品事業 100.0
当社製品・商品の販売、紙加工品の購入
役員の兼任 出向等２人 資金の貸付

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

紙加工品事業 606(131)

化成品事業 160( 70)

その他事業 87( 33)

全社共通 109( 25)

合計 962(259)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

841(238) 39.9 17.7 6,136,843



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、好調な企業収益を背景に設備投資の増加や海外経済の好調さ

に伴う輸出の拡大で、景気は概ね緩やかな回復基調で推移いたしました。個人消費につきましては回復

基調ではあるものの、原油価格の高騰による原材料のアップと製品安という不安定な状況が続いており

ます。 

 このような状況のなか、当社グループは「高品質企業を目指して」をスローガンに、量より質への転

換で利益重視の経営を進めてまいりました。 

 営業面では、首都圏市場の拡大、原材料値上げに伴う価格修正を主眼に、得意先の開拓・深耕、取引

内容の改善に努めました。 

 管理面では、全社におけるＰＱＣ活動を始めとした質の向上を図り、費用の圧縮やコスト削減に取り

組み、業績の向上に努めてまいりました。 

 この結果、当連結会計年度の売上高は前年同期比6.7％増加の780億81百万円となり、経常利益は前年

同期比20.8％増加の45億77百万円、当期純利益は前年同期比27.1％増加の24億16百万円となりました。

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 紙加工品部門 

当社グループ売上高の54.5％を占めるこの部門では、紙袋（連結売上高構成比30.2％）は新規お得

意先の開拓、旧規お得意先の深耕で特に高級品が好調に推移いたしました。 

この結果、紙袋全体では連結売上高は235億45百万円（前年同期比9.0％増加）となりました。 

 紙器（同上構成比14.6％）は、ＩＴ市場に新商品エコパットの販売や食品用ギフトおよびお土産用

パッケージ市場にデザイン力、企画力を駆使して積極的に新規開拓を進めた結果、連結売上高は114

億36百万円（前年同期比6.3％増加）となりました。 

 また、段ボール（同上構成比9.7％）はＡＡ段ボール・段ボールパレットの生産体制を確立して新

市場開拓に努めましたが、連結売上高は75億48百万円（前年同期比1.8％減少）となりました。 

 以上により、この部門の連結売上高は425億30百万円（前年同期比6.2％増加）となりました。 

② 化成品部門 

当社グループ売上高の24.8％を占めるこの部門ではサニタリー部門の回復、および原油価格高騰に

よる原材料の値上がりを背景にした価格修正の結果、この部門の連結売上高は193億92百万円（前年

同期比9.4％増加）となりました。 

③ その他部門 

ギフト品、繊維品等当社グループ売上高の20.7％を占めるこの部門では、ＰＡＳシステムに係わる

用度品が順調に推移し、また繊維品も順調に推移いたしました。 

この結果、連結売上高は161億57百万円（前年同期比4.8％増加）となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、資金という。）は、前連結会計年度末に比べ

12億47百万円増加し、35億65百万円（前連結会計年度比53.8％増加）となりました。 

  

 (営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における営業活動による資金の増加は、30億39百万円（前連結会計年度は22億51百

万円の増加、前連結会計年度比35.0％増加）となりました。これは、主に税金等調整前当期純利益40

億68百万円と減価償却費８億29百万円、棚卸資産の減少３億15百万円、売上債権の増加９億86百万円

および法人税等の支払額16億50百万円によるものであります。 

  

 (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における投資活動による資金の減少は、８億94百万円（前連結会計年度は７億48百

万円の減少）となりました。これは、主に生産設備の更新合理化等による固定資産取得９億17百万円

の支出と、資金の貸付による１億79百万円の支出によるものであります。 

  

 (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における財務活動による資金の減少は、９億２百万円（前連結会計年度は19億16百

万円の減少）となりました。これは、主に配当金の支払４億64百万円に加え、借入金を純額で４億36

百万円返済したことによるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) １ 金額は製造原価で計算しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

紙加工品事業 17,028 96.9

化成品事業 2,461 108.9

その他事業 612 68.6

合計 20,102 97.0

事業の種類別セグメントの名称
受注高
(百万円)

前年同期比
(％)

受注残高
(百万円)

前年同期比
(％)

紙加工品事業 43,152 107.5 2,941 126.8

化成品事業 19,343 106.7 806 94.3

その他事業 3,676 97.3 577 85.3

合計 66,172 106.6 4,326 112.3

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

紙加工品事業 42,530 106.2

化成品事業 19,392 109.4

その他事業 16,157 104.8

合計 78,081 106.7



３ 【対処すべき課題】 

次期におきましては、国内景気は原油価格の高騰や、個人消費の行方など不透明感があり、経営環境は

引き続き厳しい状況が予想されます。 

 このような状況のなかで、当社グループは今年のスローガンを「新たなる可能性に挑戦」とし、更なる

高品質企業を目指し、役員・社員の総力を結集してお客様にご満足いただける商品・技術・サービスの品

質向上に努め、物流を始めとするコスト削減に注力して財務体質をより強化し、中長期的な経営方針を着

実に実行して、業績の向上に努める所存でございます。 

  

４ 【事業等のリスク】 

本有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重大な影

響を及ぼす可能性のある事項には次のようなものがあります。なお、本項において将来に関する事項が含

まれておりますが、当該事項は当連結会計年度末において判断したものであります。当社グループはこれ

らのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める所存です。 

(1) 国内需要の減少及び市況価格の下落 

当社グループの売上高は、概ね内需型産業で、国内景気動向の影響を大きく受けます。国内景気の大

幅後退による国内需要の減少及び市況価格の下落が生じた場合には、当社グループの財政状態及び経営

成績に対して悪影響を及ぼす可能性があります。 

(2) 災害による影響 

当社グループは、災害による影響を最小限に留めるための万全の対策をとっておりますが、災害によ

るすべての影響を防止・軽減できる保障はありません。災害による影響を防止・軽減できなかった場

合、当社グループの生産能力の低下および製造コストの増加等により、当社グループの財政状態及び経

営成績に対して悪影響を及ぼす可能性があります。 

(3) 法規制または訴訟に関するリスク 

当社グループの事業は、環境規制、知的財産等の様々な法規制の適用を受けており、それらによる訴

訟等のリスクにさらされる可能性があります。 

訴訟の結果によっては当社グル－プの財政状態および経営成績に対して悪影響を及ぼす可能性があり

ます。 

(4) 製造物責任 

当社グループの製品につき、当社グループは製造物責任に基づく損害賠償請求の対象となっておりま

す。 

現在のところ重大な損害賠償請求を受けておりませんが、将来的に直面する可能性があります。 

製造物責任に係る保険(生産物賠償責任保険)に加入しておりますが、当社グループが負う可能性があ

る損害賠償責任を保障するには十分でない場合が考えられます。 

(5) 原材料調達及び商品仕入 

原材料調達及び商品仕入は、国内及び海外の複数のメーカーから行い、供給及び価格の安定維持に努

めております。しかし、石油価格の高騰などにより需要供給のバランスが崩れた場合、当社グループの

財政状態および経営成績に対して悪影響を及ぼす可能性があります。 

(6) 減損会計 

当社グループが減損会計を適用した場合、保有する固定資産等の使用状況等によっては、損失が発生

する可能性があります。 



(7) 取引先の信用リスク 

取引先から当社グループへの支払いに関するリスクがあります。当社は取引信用保険など信用リスク

マネジメントに取り組んでおりますが、規模が大きい得意先の信用状況が悪化した場合、当社グループ

の財政状態および経営成績に対して悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

当社グループ（当社及び連結子会社）は、段ボール、紙器、紙袋、プラスチックフィルム袋（ポリ袋）

等の包装全般について“環境”と“安全”をコンセプトに新製品開発、加工技術の開発及び将来のための

技術、材料の研究を技術開発統括部（東京・大阪商品開発課、大阪生産技術課・大阪技術開発課）を主体

に各工場の技術部門が連携をとりながら進めております。なお、研究テーマは事業の種類別セグメントに

共通しているため、セグメント別には行っておりません。当連結会計年度における、グループ全体の研究

開発費用の総額は３億42百万円であり、以下のテーマを主要課題としております。  

① 印刷技術に関して 

(a) 紙器、紙袋、フィルム基材への印刷技術の向上のため、版の高精度化としてフルデジタルのＣＴ

Ｐ（Computer To Plate、ダイレクト製版）印刷を積極的に推進し、高品位印刷確立と共に校正刷

りや版作成の過程で出されるゴミや有害物質排出の低減を進めております。また、印刷の高品位化

の取組みとして印刷インキ及び設備等の開発にも取組んでおります。 

(b) 印刷技術・技法に新しくモアレ干渉縞効果、高輝度印刷を加え、高付加価値印刷表現の商品開発

に取組んでおります。 

(c) 印刷作業環境改善、低臭性、残留溶剤レス、各種耐性の機能性向上及び美粧性向上を目的とした

インキの研究及び加工技術開発に取組んでおります。 

(d) フレキソ印刷をはじめ、グラビア印刷やオフセット輪転印刷の機能性付与及び、高付加価値印刷

加工技術の研究に取組んでおります。 

② 環境対応素材として 

(a) 紙袋の表面加工において、フィルム貼りのような高光沢でありながら、リサイクル可能な表面加

工「ラスターコート」を開発し、低コストで高付加価値の紙袋を提供することが出来るようになり

ました。 

 更にこの加工に改良を加え、高付加価値商品の商品化をしております。  

(b) 素材減量化として、フィルムについては、個々の要求品質に応じた設計に伴う薄膜化技術に取組

みながら商品化を継続しております。 

(c) 紙製緩衝材として、再生が容易ではないプラスチック成形加工品や発泡素材などに代わるものと

して、リサイクルしやすい紙及び段ボール素材を用いた包装設計に積極的に取組み、大型家電商品

から小型精密機器の包装として商品化をしております。 

(d) 新分野開拓に向けての機能性素材（保温保冷、消臭素材、ＵＶカット加工等）の研究に継続して

取組んでおります。 



(e) ＰＲＴＲ法で第１種指定物質に指定されている物質において、クロロベンゼン系物質を環境影響

の低い材料に変更する等、積極的に環境対応に取組んでおります。 

(f) 非木材紙の原料であるケナフを混抄したオリジナル原紙、カスタードカラーを商品化致しまし

た。これは、森林保護（フォレスト）基金に協賛することを目的として、環境対応原紙を商品化し

たものであります。 

③ その他として 

(a) ユニバーサルデザインパッケージの開発と商品化や機能性・利便性などニーズに応じた機能性パ

ッケージの開発及び生産機械の開発に取組んでおります。 

(b) 段ボール製パレットにつきまして、その機能性を高めるための開発を進めると共に、効率的な製

造加工を提供する研究及び商品化に取組んでおります。 

(c) 小ロット短納期生産システムに対応する高速生産設備の改良と新鋭機導入研究、印刷時に発生す

る廃棄物であるインキスラッジの減量化と再資源化に取組んでおります。  

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

＜経営成績の状況＞ 

当連結会計年度における当社グループは「高品質企業を目指して」をスローガンに、量より質への

転換で利益重視の経営を進めてまいりました。 

 ＩＴ市場に新商品エコパットの販売や食品用ギフトおよびお土産用パッケージ市場にデザイン力、

企画力を駆使して積極的に新規開拓を進めました。また、段ボール市場では、ＡＡ段ボール・段ボー

ルパレットの生産体制を確立して新市場開拓に努めました。これらを含め、今までに企画・開発し市

場に投入しました新製品や施策が、景気回復に合わせて効果が発揮され売上高は順調に推移しまし

た。しかし、競争激化による荒利率低下と原油価格の高騰による原材料のアップ等の不安定な状況が

続いておりますが、今後も引き続き利益重視の運営に努めてまいります。 

＜経営方針＞ 

当社グループは、「人を大切にし、人を育てる経営」を指針に、「どのような環境の変化にも対応

し得る経営体質」を目指し、また地球環境問題への取組みなど、社会的責任を念頭に置きつつ、包装

の総合企業体として社会の発展と繁栄に貢献し、今後とも業績の向上に努めて株主様各位のご期待に

お応えしてゆく所存でございます。 

 経営基盤強化のための「環境対応」「品質」「コスト」および「財務体質の強化」を最重点とする

中期計画を立て、「ＰＱＣ運動」を導入し、各部門、各職場ごとに年々新たな具体的課題を設定し、

その達成に取り組むことによって、全社挙げてのレベルアップと人材の育成を図り、ひいては事業業

績の向上に努めております。 

＜資産の状況＞ 

当社グループの当連結会計年度末総資産は457億24百万円で、前連結会計年度末に比べ25億10百万

円の増加となりました。内訳は、流動資産が20億61百万円、固定資産が４億49百万円の増加でありま

す。 

流動資産の増加は現金及び預金の増加12億67百万円、受取手形及び売掛金の増加10億７百万円が主

な要因です。 

固定資産の増加は投資有価証券の増加10億３百万円、繰延税金資産の減少３億37百万円が主な要因

です。 

＜負債及び資本の状況＞ 

負債は前連結会計年度末に比べ46百万円の減少となりました。長期借入金の減少３億54百万円、退



職給付引当金の増加２億4７百万円が主な要因です。 

株主資本は当連結会計年度の利益剰余金の増加と、その他有価証券評価差額金の増加により、前連

結会計年度末に比し25億57百万円の増加となりました。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資については、生産設備の増強などを目的とした設備投資を継続的に実施して

おります。 

  

当連結会計年度の設備投資の総額は862百万円であり、事業の種類別セグメントの設備投資についてそ

の主なものを示すと、次のとおりであります。 

  

紙加工品事業 

紙袋関係 

生産能力増強および環境負荷低減を目的とし、機械等に212百万円の投資を行いました。 

  

段ボール関係 

老朽化および生産能力増強を目的とした印刷機の入替に257百万円の投資を行いました。 

  

所要資金につきましては、いずれの設備投資も自己資金により充当しております。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

  

 
  

(2) 国内子会社 

主要な設備はありません。 

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメント 
の名称

設備の 
内容

帳簿価額(百万円) 従業 
員数 
(名)建物及び

構築物
機械装置及び
運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

本社 
(大阪市東成区)

全社的管理業
務

その他設備 396 0
869
(0)
[0]

13 1,161 46(4)

東京本部、その他
24事業所 
(東京都渋谷区 
その他)

販売業務 その他設備 159 7
3,136
(49)

47 3,351 379(82)

大阪工場 
(大阪府東大阪市)

紙加工品事業
紙器、洋服箱、
紙袋等生産設備

1,282 796
107
(23)

53 2,241 155(27)

化成品事業 ポリ袋生産設備 315 343
34
(10)

22 716 62(25)

奈良工場 
(奈良県 
大和郡山市)

紙加工品事業
段ボール、段ボ
ール箱、紙袋生
産設備

218 613
394
(38)

14 1,359 75(18)

埼玉工場 
(埼玉県坂戸市)

紙加工品事業
紙器、洋服箱、
紙袋等生産設備

210 427
295
(12)

33 966 97(47)

茨城工場 
(茨城県日立市)

化成品事業 ポリ袋生産設備 475 137
543
(26)

12 1,170 27(31)

㈱京浜特殊印刷 
(横浜市瀬谷区)

紙加工品事業 印刷設備 101 46
664
(8)

10 822 3(0)



(3) 在外子会社 

  

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は工具器具備品及び建設仮勘定の合計であります。なお、金額には、消費税等は

含まれておりません。 

２ 土地の一部を賃借しております。年間賃借料は7百万円であります。賃借している土地の面積については

[ ]に外数で記載しております。 

３ 建物の一部を賃借しております。年間賃借料は240百万円であります。 

４ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を( )外数で記載しております。 

５ 現在休止中の主要な機械はありません。 

６ 上記の他、主要なリース設備として、以下のものがあります。 

提出会社 

  

 
  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

      経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。 

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメント 
の名称

設備の 
内容

帳簿価額(百万円) 従業 
員数 
(名)建物及び

構築物
機械装置及び
運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

ザ・パックアメリ
カコーポレーショ
ン 
(米国)

販売業務 その他設備 ― ―
―
(―)

5 5 12

紙加工品事業 紙袋生産設備 237 154
71
(22)

9 473 34

事業所名 
(所在地)

事業の種類別
セグメントの名称

設備の内容
年間賃借料
又はリース料 
(百万円)

摘要

大阪工場 
(大阪府東大阪市)

全社(共通)
コンピュータ等
ＯＡ機器

261

本社その他28事業所 
(大阪市東成区その他)

販売業務その他
ＯＡ機器 126

自動車 76

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の 
種類別 
セグメント 
の名称

設備の内容

投資予定額
(百万円) 資金調達

方法
着手年月 完了予定年月

完成後の
増加能力

総額 既支払額

提出会
社

大阪工場   
(大阪府東大阪市）

紙加工品事
業

紙袋生産設備
拡充

150 自己資金 平成18年 2月 平成18年 6月

紙器生産設備
拡充

110 〃 平成18年 4月 平成18年 8月

奈良工場   
(奈良県大和郡山

市）

紙加工品事
業

段ボール生産
設備拡充

110 〃 平成18年 2月 平成18年 5月

埼玉工場   
(埼玉県坂戸市）

紙加工品事
業

紙袋生産設備
拡充

90 〃 平成18年 4月 平成18年 8月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
（注）平成18年3月30日開催の定時株主総会において定款の変更が行われ、会社が発行する株式の総数は、29,000,000

株増加し、77,000,000株となっております。 

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 株式分割１：1.1 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 48,000,000

計 48,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成17年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年３月30日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 19,360,000 19,360,000

東京証券取引所
市場第一部 
大阪証券取引所 
市場第一部

―

計 19,360,000 19,360,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成12年８月21日 1,760,000 19,360,000 ― 2,200 ― 2,290



(4) 【所有者別状況】 

平成17年12月31日現在 

 
(注)  自己株式1,154,315株は、「個人その他」に11,543単元、「単元未満株式の状況」に15株含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成17年12月31日現在 

 
(注)１ 当社は、自己株式1,154千株を保有しております。なお、当該株式は商法第241条第２項の規定により議決権

を有しておりません。 

  ２ 当社は、株式会社ＵＦＪ銀行の持株会社である株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループの株式および

端株245.84株(出資比率0.0％)を保有しております。なお、株式会社ＵＦＪ銀行は、株式会社東京三菱銀行との

合併により、平成18年１月１日より株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行となっております。株式会社東京三菱銀行は

平成17年12月31日現在当社株式を115千株所有しております。 

   

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 41 12 372 29 ― 3,413 3,867 ―

所有株式数 
(単元)

― 40,700 542 96,989 3,987 ― 51,305 193,523 7,700

所有株式数 
の割合(％)

― 21.03 0.28 50.12 2.06 ― 26.51 100 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

財団法人森田記念福祉財団 奈良県大和郡山市池沢町321―２ 2,081 10.75

森田商事株式会社 大阪市東成区東小橋２丁目９番９号 1,013 5.24

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８番11号 829 4.28

北越製紙株式会社 新潟県長岡市西蔵王３丁目５番１号 700 3.62

ザ・パック社員持株会 大阪市東成区東小橋２丁目９番９号 662 3.42

七條紙商事株式会社 東京都中央区東日本橋２丁目20番10号 658 3.40

東京アート株式会社 東京都中央区新川１丁目23番５号 600 3.10

双日株式会社 東京都港区赤坂６丁目１番20号 550 2.84

大同生命保険株式会社 大阪市西区江戸堀１丁目２番１号 528 2.73

株式会社ＵＦＪ銀行 名古屋市中区錦３丁目21番24号 499 2.58

計 ― 8,122 41.95



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年12月31日現在 

 
(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式15株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年12月31日現在 

 
  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

1,154,300
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

18,198,000
181,980 ―

単元未満株式
普通株式

7,700
―

100株(１単元)未満の株式でありま
す。

発行済株式総数 19,360,000 ― ―

総株主の議決権 ― 181,980 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
ザ・パック株式会社

大阪市東成区東小橋 
２―９―９

1,154,300 ― 1,154,300 5.96

計 ― 1,154,300 ― 1,154,300 5.96



(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状

況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

 当社は、安定した配当の維持に留意すると共に、内部留保の充実にも努めて、配当を決定しておりま

す。これに基づき当期は、中間配当金を１株につき11円50銭とし、期末の利益配当につきましては、当期

の業績を鑑み、普通配当11円50銭に特別配当２円を加え、合計１株につき13円50銭といたしました。この

結果年間では１株につき２円増配の25円の配当を実施いたしました。 

 内部留保金は、財務体質の強化および生産設備・研究開発等の資金需要に備えるのもであり、将来の利

益に貢献することで、株主への安定的かつ漸増的な配当に寄与していくものと考えております。 

(注) 当期の中間配当に関する取締役会決議日 平成17年８月12日 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) １ 当社株式は、大阪証券取引所市場第二部に上場しておりましたが、平成13年９月11日から東京証券取引所市

場第二部、平成15年６月２日から東京証券取引所市場第一部に上場しております。 

２ 最高・最低株価は、平成13年９月10日以前は、大阪証券取引所市場第二部におけるもので、平成13年９月11

日から平成15年５月までは東京証券取引所市場第二部、６月からは東京証券取引所市場第一部におけるもの

であります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

回次 第50期 第51期 第52期 第53期 第54期

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月

最高(円) 1,050 1,000 1,790 1,430 1,800

最低(円) 690 680 710 1,041 1,270

月別 平成17年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 1,353 1,430 1,730 1,710 1,724 1,800

最低(円) 1,325 1,317 1,384 1,481 1,599 1,663



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

取締役社長 
代表取締役

木 村 義 一 昭和16年８月10日生

昭和35年10月 当社入社

27

昭和60年１月 九州事業部長

昭和63年３月 取締役就任

平成７年１月 常務取締役就任

平成10年３月 専務取締役就任

平成14年３月 取締役副社長就任

平成16年３月 代表取締役社長就任(現)

取締役副社長 生 駒 国 雄 昭和19年６月12日生

昭和43年４月 当社入社

26

昭和64年１月 印刷紙器事業部長

平成元年３月 取締役就任

平成14年１月 管理本部長

平成14年３月 常務取締役就任

平成16年３月 専務取締役就任

平成18年１月 取締役副社長就任(現）

平成18年１月 営業本部長(現)

専務取締役 吉 住 富士雄 昭和16年11月26日生

昭和35年３月 当社入社

49

平成６年１月 大阪事業部長

平成９年３月 取締役就任

平成14年３月 常務取締役就任

平成15年１月 東京本部長

平成17年１月 東京事業本部長(現）

平成18年１月 専務取締役就任(現)

専務取締役  安 原 宏 光 昭和18年６月24日生

昭和41年４月 当社入社

8

平成10年３月 管理本部統括部長

平成12年３月 取締役就任

平成12年３月 管理本部副本部長

平成16年３月 常務取締役就任

平成18年１月 専務取締役就任(現)

平成18年１月 管理本部長(現）

常務取締役 中 尾 吉 計 昭和27年９月15日生

昭和50年４月 当社入社

4

平成10年１月 東日本営業統括局長

平成10年３月 取締役就任

平成14年３月 常務取締役就任(現)

平成15年１月 生産市場本部長

平成17年１月 生産事業本部長(現）

平成18年１月 技術開発担当(現）

常務取締役 山 本 陽 一 昭和19年１月９日生

昭和34年３月 当社入社

22

平成４年２月 ファッション事業部長

平成８年１月 株式会社ザ・ニコルス代表取締役

社長(現)

平成10年３月 取締役就任

平成16年３月 常務取締役就任(現)

平成18年１月 管理本部副本部長(現）

常務取締役  松 本 康 夫 昭和27年７月16日生

昭和50年４月 当社入社

4

平成12年１月 大阪第一事業部長

平成13年３月 取締役就任

平成16年３月 常務取締役就任(現)

平成16年３月 大阪本部長

平成17年１月 大阪事業本部長(現）

取締役
東京製造  

事業部長
福 原 基 二 昭和24年８月24日生

昭和48年３月 当社入社

4

平成11年１月 大阪製造事業部長

平成13年３月 取締役就任(現)

平成16年３月 開発本部長

平成18年１月 東京製造事業部長(現）

平成18年２月 株式会社京浜特殊印刷代表取締役

(現）



 
(注) １ 監査役 前田 豊、及び河内 保は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第18条第１項に定

める社外監査役であります。 

２ 当社では、取締役会の一層の活性化を促し、取締役会の意思決定・業務遂行の監督機能と各事業部の業務執

行機能を明確に区分し、経営効率の向上を図るために執行役員制度を導入しております。 

執行役員は９名で、段ボール第一事業部長 小林泰正、営業本部室長 永嶋正朗、中四国事業部長 小田  

進、管理本部財務部長 織田 強、大阪第一事業部長 好村鎮夫、九州事業部長 森坪敏美、化成品事業部

長 西村 豊、購買事業部長 田村隆司、管理本部人事部長 中永義雄で構成されております。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

取締役 物流統括部長 上 野 義 昭 昭和21年１月１日生

昭和40年４月 当社入社

8

平成11年１月 段ボール第二事業部長

平成14年３月 取締役就任(現)

平成16年３月 大阪製造事業部長

平成18年１月 物流統括部長(現）

取締役

東京第二 

事業部長 

東京第四 

事業部長

奥 田 良 三 昭和31年５月30日生

昭和55年４月 当社入社

2
平成12年１月 東京第一事業部長

平成14年３月 取締役就任(現)

平成18年１月 東京第二事業部長（現）

平成18年１月 東京第四事業部長（現）

取締役
大阪製造 

事業部長
寺 岡 由 則 昭和29年10月４日生

昭和48年３月 当社入社

4
平成11年４月 東京製造事業部長

平成14年３月 取締役就任(現)

平成18年１月 大阪製造事業部長(現）

取締役
大阪第二 

事業部長
木 森 啓 至 昭和26年８月５日生

昭和49年４月 当社入社

4平成13年１月 大阪第二事業部長(現)

平成16年３月 取締役就任(現)

取締役
東京第一 

事業部長
稲 田 光 男 昭和31年12月11日生

昭和55年４月 当社入社

2
平成15年１月 東京第二事業部長

平成16年３月 取締役就任(現)

平成18年１月 東京第一事業部長(現）

取締役相談役 

非常勤
森 田 和 子 昭和３年９月９日生

昭和27年５月 当社入社

70

昭和40年１月 管理本部副本部長

昭和61年３月 取締役就任

平成７年３月 代表取締役会長就任

平成10年３月 取締役相談役就任(現)

取締役相談役 

非常勤
白 根   稔 昭和12年２月17日生

昭和31年11月 当社入社

64

昭和47年３月 東京支社長

昭和50年２月 取締役就任

昭和59年１月 常務取締役就任

平成７年１月 専務取締役就任

平成９年10月 取締役副社長就任

平成10年３月 代表取締役社長就任

平成16年３月 代表取締役会長就任

平成18年３月 取締役相談役就任(現)

常勤監査役 山 本 清 一 昭和23年７月15日生

昭和42年４月 当社入社

6
平成12年１月 東京第二事業部長

平成14年３月 取締役就任

平成18年３月 常勤監査役就任(現)

常勤監査役 中 澤 澄 夫 昭和16年10月11日生

昭和35年８月 当社入社

7
平成５年５月 主計部部長

平成11年10月 主計部主幹

平成14年３月 常勤監査役就任(現)

監査役 前 田   豊 昭和23年６月17日生

昭和50年３月 公認会計士、税理士登録

0昭和51年４月 前田公認会計士事務所開設(現)

平成15年３月  監査役就任(現)

監査役 河 内   保 昭和23年９月21日生

昭和51年４月  弁護士登録、大阪弁護士会入会

0
平成10年10月  文殊総合法律事務所所長（現）

平成13年４月  大阪弁護士会副会長

平成18年３月  監査役就任(現)

計 320



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、コーポレート・ガバナンスの重要性については強く認識し、経営効率の向上、企業倫理の確

立をはかり、経営活動が適正に実施されるよう監視できる体制を整え、かつ株主の利益に与える重要な

情報については、迅速に開示することを基本方針としております。 

② コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

当社は、従来型の取締役、監査役制度を採用しており、これによりコーポレート・ガバナンスを充実

させてまいります。法定の取締役会に加え、役付役員による経営会議、事業部長以上による事業部会等

を毎月開催し、状況に応じた迅速な意思決定と全社への浸透を図り、平成17年４月より執行役員制度を

導入して、より一層機動的な業務遂行を行っております。 

監査役３名の内１名は社外監査役であります。なお、社外監査役は、当社との間には取引関係その他

の利害関係はありません。監査役会は定期的に開催しており、監査役は、監査方針に基づき各部門の監

査、ヒヤリング等を行い、会計監査人および監査室と連携して、取締役の業務執行を監査しておりま

す。また、監査役は取締役会をはじめ経営会議、事業部会など主要な会議に出席しております。 

また、当社の中にある監査室は、当社の業務執行に関する内部監査を定期的に実施しております。 

 法的課題については、外部顧問弁護士に相談し必要な検討を実施しております。また、管理本部内の

法務部では法令、社会規範、取引先との契約等について、管理や教育の体制強化を図っております。ま

た昨年12月には、当社グループの役員および社員の行動規範を決議、本年１月１日付で制定し法令遵守

に努めております。 

会計監査人とは通常の会計監査に加え、重要な会計的課題については随時報告・相談しております。

業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数 

 
*同監査法人は、公認会計士法上の規制開始及び日本公認会計士協会の自主規制実施に先立ち自主的

に業務執行社員の交替制度を導入しており、同法人において策定された交替計画に基づいて平成19年12

月期会計期間をもって交替する予定となっておりましたが、同法人の交替規程改訂により、前倒しで平

成17年12月期会計期間をもって交替する予定となっております。 

 

 監査業務に係る補助者の構成 

 公認会計士 ４名  会計士補 １名   

  

役員報酬の内容 

 
監査報酬の内容 

 
その他、株主、投資家に対するタイムリーディスクロージャーに努め、ＩＲ活動につきましても活発

に行っております。 

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名 継続監査年数

業務執行社員
檀上  秀逸

新日本監査法人
16年 *

田原  準平 ―

 取締役 240百万円

 監査役 27百万円

  監査証明に係る報酬 19百万円

  上記以外の報酬の金額 0百万円



当社のコーポレート・ガバナンス体制の概要は下図のとおりです。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成

16年１月30日内閣府令第５号)附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成

16年１月30日内閣府令第５号)附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年１月１日から平成16年12月

31日まで)及び第53期事業年度(平成16年１月１日から平成16年12月31日まで)並びに当連結会計年度(平成

17年１月１日から平成17年12月31日まで)及び第54期事業年度(平成17年１月１日から平成17年12月31日ま

で)の連結財務諸表及び財務諸表について、新日本監査法人により監査を受けております。 



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度
(平成16年12月31日)

当連結会計年度 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,353 3,620

 ２ 受取手形及び売掛金 ※１ 20,137 21,145

 ３ たな卸資産 4,359 4,059

 ４ 繰延税金資産 205 191

 ５ その他 68 152

 ６ 貸倒引当金 △85 △68

   流動資産合計 27,039 62.6 29,101 63.6

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※２

  (1) 建物及び構築物 3,717 3,399

  (2) 機械装置及び運搬具 2,316 2,529

  (3) 工具・器具及び備品 192 195

  (4) 土地 6,042 6,118

  (5) 建設仮勘定 65 28

   有形固定資産合計 12,334 28.5 12,271 26.8

 ２ 無形固定資産 196 0.5 216 0.5

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 2,210 3,214

  (2) 繰延税金資産 716 378

  (3) その他 958 760

  (4) 貸倒引当金 △241 △218

   投資その他の資産合計 3,643 8.4 4,135 9.1

   固定資産合計 16,174 37.4 16,623 36.4

   資産合計 43,213 100.0 45,724 100.0



 

前連結会計年度
(平成16年12月31日)

当連結会計年度 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 ※１ 19,720 19,550

 ２ 短期借入金 ※２ 812 730

 ３ 未払法人税等 1,168 1,250

 ４ 賞与引当金 157 155

 ５ その他 1,415 1,605

   流動負債合計 23,275 53.8 23,292 50.9

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 354 ―

 ２ 退職給付引当金 2,166 2,414

 ３ 役員退職慰労引当金 272 314

 ４ その他 3 4

   固定負債合計 2,797 6.5 2,733 6.0

   負債合計 26,072 60.3 26,025 56.9

(少数株主持分)

  少数株主持分 ― ― ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※３ 2,200 5.1 2,200 4.8

Ⅱ 資本剰余金 2,290 5.3 2,290 5.0

Ⅲ 利益剰余金 13,298 30.8 15,227 33.3

Ⅳ その他有価証券評価差額金 513 1.2 1,100 2.4

Ⅴ 為替換算調整勘定 △167 △0.4 △125 △0.3

Ⅵ 自己株式 ※４ △993 △2.3 △993 △2.1

   資本合計 17,141 39.7 19,698 43.1

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

43,213 100.0 45,724 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 73,208 100.0 78,081 100.0

Ⅱ 売上原価 ※５ 56,566 77.3 60,214 77.1

   売上総利益 16,642 22.7 17,867 22.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費
※１ 
※５

12,934 17.6 13,399 17.2

   営業利益 3,707 5.1 4,467 5.7

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 42 46

 ２ 受取配当金 23 31

 ３ 賃貸料 57 57

 ４ 受取保険金 10 ―

 ５ その他 18 152 0.2 22 157 0.2

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 44 29

 ２ 台風災害損失 15 ―

 ３ 売上債権売却損 ― 7

 ４ 損失補填金 ― 5

 ５ その他 12 71 0.1 4 47 0.0

   経常利益 3,788 5.2 4,577 5.9

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 0 0

 ２ 投資有価証券売却益 5 0

 ３ 貸倒引当金戻入益 49 55 0.0 17 17 0.0

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※３ 0 4

 ２ 固定資産除却損 ※４ 23 202

 ３ 退職給付会計基準 
   変更時差異償却

285 285

 ４ 投資有価証券売却損 ― 12

 ５ 投資有価証券評価損 12 20

 ６ 会員権等評価損 51 0

 ７ 会員権等売却損 ― 374 0.5 0 526 0.7

   税金等調整前当期純利益 3,470 4.7 4,068 5.2

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,820 1,698

   法人税等調整額 △ 252 1,567 2.1 △ 47 1,651 2.1

   少数株主損益 ― ― ― ―

   当期純利益 1,902 2.6 2,416 3.1



③ 【連結剰余金計算書】 

  

 

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 2,290 2,290

Ⅱ 資本剰余金期末残高 2,290 2,290

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 11,864 13,298

Ⅱ 利益剰余金増加高

   当期純利益 1,902 1,902 2,416 2,416

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 418 464

 ２ 取締役賞与 45 22

 ３ 監査役賞与 4 468 1 488

Ⅳ 利益剰余金期末残高 13,298 15,227



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   １ 税金等調整前当期純利益 3,470 4,068

   ２ 減価償却費 868 829

   ３ 貸倒引当金の増加額 △5 6

   ４ 賞与引当金の減少額 △0 △1

   ５ 退職給付引当金の増加額 304 247

   ６ 役員退職慰労引当金の増加額 4 42

   ７ 受取利息及び受取配当金 △66 △78

   ８ 支払利息 44 29

   ９ 固定資産売却益 △0 △0

   10 固定資産売却損 0 4

   11 固定資産除却損 23 202

   12 投資有価証券売却益 △5 △0

   13 投資有価証券売却損 - 12

   14 投資有価証券評価損 12 20

   15 売上債権の増加額 △544 △986

   16 棚卸資産の減少額 △641 315

   17 その他短期債権の増加額 0 △88

   18 その他長期債権の増加額 △0 △34

   19 仕入債務の減少額 525 △179

   20 その他短期債務の増加額 56 237

   21 その他長期債務の増加額 1 ―

   22 役員賞与の支払額 △49 △24

   23 その他 0 18

    小計 3,996 4,641

   24 利息及び配当金の受取額 66 78

   25 利息の支払額 △44 △30

   26 法人税等の支払額 △1,766 △1,650

   営業活動によるキャッシュ・フロー 2,251 3,039



前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   １ 定期預金の預入による支出 △35 △55

   ２ 定期預金の払戻による収入 35 35

   ３ 資金の貸付による支出 △70 △179

   ４ 資金の回収による収入 138 397

   ５ 有形固定資産の取得による支出 △445 △917

   ６ 有形固定資産の売却による収入 5 13

   ７ 無形固定資産の取得による支出 △67 △74

   ８ 投資有価証券の取得による支出 △321 △51

   ９ 投資有価証券の売却による収入 14 1

   10 その他 △0 △64

   投資活動によるキャッシュ・フロー △748 △894

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   １ 短期借入金増加額 △665 35

   ２ 長期借入金の返済による支出 △832 △472

   ３ 親会社による配当金の支払額 △418 △464

   ４ 自己株式売買による収支 △0 △0

   財務活動によるキャッシュ・フロー △1,916 △902

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 3

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 △414 1,247

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 2,732 2,318

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 2,318 3,565



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１ 連結の範囲に関する事項
 
連結子会社の数 ３社

連結子会社は「第１ 企業の概況 ４ 

関係会社の状況」に記載しているため

省略しております。

 
連結子会社の数 ３社

連結子会社は「第１ 企業の概況 ４ 

関係会社の状況」に記載しているため

省略しております。

２ 持分法の適用に関する事

項

非連結子会社及び関連会社はありませ

ん。

同左

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社のうち、ザ・パックアメリ

カコーポレーションの決算日は10月31

日であります。連結財務諸表の作成に

あたっては10月31日現在の財務諸表を

使用し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要な調

整を行っております。

同左

４ 会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

 ① 有価証券

   その他有価証券

    時価のあるもの

    ……決算期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定)

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

 ① 有価証券

   その他有価証券

    時価のあるもの

同左

    時価のないもの

    ……移動平均法による原価法

    時価のないもの

同左

 ② デリバティブ

   ……時価法

 ② デリバティブ

同左

 ③ たな卸資産

   ……主として総平均法による低

価法

 ③ たな卸資産

同左

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

  有形固定資産

  ① 親会社及び国内連結子会社

    ……定率法

    但し、平成10年４月１日以降

に取得した建物(建物附属設

備を除く)については定額法

によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

  有形固定資産

  ① 親会社及び国内連結子会社

同左

  ② 在外連結子会社………定額法

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物及び構築物 10～50年

機械装置及び運搬具 ４～12年

  ② 在外連結子会社

同左

  無形固定資産………定額法

  なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法を採用

しております。

  無形固定資産

同左



項目
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

(3) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

   債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒

実績率に基づき、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

同左

 ② 賞与引当金

   従業員に対する賞与の支給に備

えるため、過去の支給実績を勘

案し、当期の負担すべき実際支

給見込額を計上しております。

 ② 賞与引当金

同左

 ③ 退職給付引当金

   従業員に対する退職給付に備え

るため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務および年金資

産の見込額に基づき、当連結会

計年度末において発生している

と認められる額を計上しており

ます。

なお、会計基準変更時差異

(1,429百万円)については、５

年による按分額を費用処理して

おります。

   また、数理計算上の差異は、発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(10年)によ

る定額法により翌連結会計年度

から費用処理することとしてお

ります。

 ③ 退職給付引当金

同左

 ④ 役員退職慰労引当金

  イ 親会社

    役員に対する退職慰労金の支

払に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額の100％を計

上しております。

 ④ 役員退職慰労引当金

  イ 親会社

    役員及び執行役員に対する退

職慰労金の支払に備えるた

め、内規に基づく期末要支給

額の100％を計上しておりま

す。 

（追加情報） 

当連結会計年度より執行役員

制度を導入したことに伴い、

執行役員の退職慰労金の支給

に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を役員退職慰労

引当金に含めて計上しており

ます。なお、これによる当連

結会計年度に与える影響は軽

微であります。

  ロ 連結子会社

    支出時に費用処理しておりま

す。

  ロ 連結子会社

同左



項目
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。 

  なお、在外子会社の資産・負

債および収益・費用は在外子会社

の決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は資本の部

における為替換算調整勘定に含め

ております。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準

同左

(5) 重要なリース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

(5) 重要なリース取引の処理方法

同左

(6) 重要なヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処

理の要件を満たしておりますの

で、特例処理を採用しておりま

す。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段-----金利スワップ

ヘッジ対象-----借入金の利息

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ③ ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避す

る目的で金利スワップ取引を行っ

ており、ヘッジ対象の識別は個別

契約毎に行っております。

 ③ ヘッジ方針

同左

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップの特例処理の要件を

満たしているので決算日における

有効性の評価を省略しておりま

す。

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

(7) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

  消費税等の会計処理

  主として税抜方式によっておりま

す。

(7) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

  消費税等の会計処理

同左

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価法を採用しておりま

す。

同左

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項

連結調整勘定は、発生時全額償却して

おります。

同左

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項

連結剰余金計算書は連結会計年度中に

確定した連結会社の利益処分に基づい

て作成しております。

同左



 
  

表示方法の変更 

  

 
  

追加情報 

  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日)

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許

現金、要求払預金及び容易に換金可能

であり、かつ価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に満期日又は償還日の到来する

短期的な投資を計上しております。

同左

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

（連結損益計算書） 

「貸倒引当金戻入益」は前連結会計年度まで特別利益の

「その他」に含めて表示しておりましたが、特別利益の

100分の10を超えたため区分掲記しました。 

なお、前連結会計年度における「貸倒引当金戻入益」の

金額は１百万円であります。

―――

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

――― 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律第

９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１

日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」(平成16年２月13日 企業会計基準委

員会 実務対応報告第12号)に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上

しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が59百万円増加し、営

業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が、59百

万円減少しております。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成16年12月31日)

当連結会計年度
(平成17年12月31日)

※１ 期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもっ

て決済処理しております。したがって当連結会計

年度末日が金融機関の休日であったため次の期末

日満期手形が期末残高に含まれております。

受取手形 250百万円

支払手形 1,056 〃

※１ 期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもっ

て決済処理しております。したがって当連結会計

年度末日が金融機関の休日であったため次の期末

日満期手形が期末残高に含まれております。

受取手形 209百万円

支払手形 1,127 〃

 

※２ (1) このうち

建物 2,129百万円(帳簿価額)

構築物 45 〃 (  〃  )

機械装置 45 〃 (  〃  )

工具器具備品 1 〃 (  〃  )

土地 443 〃 (  〃  )

工場財団計 2,665 〃 (  〃  )

は運転資金借入金227百万円(長期借入金227百

万円)の担保として財団抵当に供しておりま

す。

※２ (1) ――

 

   (2) このうち

土地 93百万円(帳簿価額)

は運転資金借入金120百万円(長期借入金120百

万円)の担保に供しております。

   (2) ――

   (3) 有形固定資産の減価償却累計額

20,831百万円

   (3) 有形固定資産の減価償却累計額

20,597百万円

※３ 当社の発行済株式総数

普通株式 19,360,000株

※３ 当社の発行済株式総数

普通株式 19,360,000株

※４ 連結会社および持分法を適用した関連会社が保有

する連結財務諸表提出会社の株式数

普通株式 1,153,824株

※４ 連結会社および持分法を適用した関連会社が保有

する連結財務諸表提出会社の株式数

普通株式 1,154,315株



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。

主要な費目
金額 
(百万円)

荷送費・運送費 3,254

給与手当 4,315

貸倒引当金繰入額 13

賞与引当金繰入額 95

退職給付費用 385

役員退職慰労引当金繰入額 39

減価償却費 283

賃借料 2,260

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。

主要な費目
金額 
(百万円)

荷送費・運送費 3,458

給与手当 4,255

貸倒引当金繰入額 41

賞与引当金繰入額 91

退職給付費用 431

役員退職慰労引当金繰入額 42

減価償却費 257

賃借料 2,412

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

機械装置 0百万円

車両運搬具 0 〃

計 0 〃

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

車両運搬具 0百万円

 

※３ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

機械装置 0百万円

工具器具備品 0 〃

計 0 〃

※３ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

機械装置 4百万円

車両運搬具 0 〃

工具器具備品 0 〃

計 4 〃

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物 3百万円

構築物 0 〃

機械装置 14 〃

車両運搬具 0 〃

工具器具備品 4 〃

計 23 〃

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物 170百万円

構築物 4 〃

機械装置 24 〃

車両運搬具 0 〃

工具器具備品 3 〃

計 202 〃

※５ 一般管理費及び当期製造費用に含まれている研究

開発費は、413百万円であります。

※５ 一般管理費及び当期製造費用に含まれている研究

開発費は、342百万円であります。

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,353百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △35 〃

現金及び現金同等物 2,318百万円
 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 3,620百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △55 〃

現金及び現金同等物 3,565百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

工具・器具 
及び備品

358 178 180

機械装置 
及び運搬具

116 26 89

無形固定 
資産

153 91 62

合計 629 297 332

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

工具・器具
及び備品

323 152 171

機械装置
及び運搬具

109 37 71

無形固定
資産

105 59 46

合計 538 249 289

   (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、「支払利子込み法」により

算定しております。

   (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、「支払利子込み法」により

算定しております。

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 107百万円

１年超 225 〃

合計 332 〃

   (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、「支払利子

込み法」により算定しております。

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 94百万円

１年超 194 〃

合計 289 〃

   (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、「支払利子

込み法」により算定しております。

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 122百万円

減価償却費相当額 122百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 116百万円

減価償却費相当額 116百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を０とする

定額法によっております。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を０とする

定額法によっております。

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年以内 19百万円

１年超 25 〃

合計 44 〃

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年以内 20百万円

１年超 21 〃

合計 42 〃



(有価証券関係) 

前連結会計年度(自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  

 
  

区分
取得原価
(百万円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

① 株式 1,144 2,038 893

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

小計 1,144 2,038 893

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

① 株式 161 131 △30

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

小計 161 131 △30

合計 1,306 2,169 863

種類
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額 
(百万円)

① 株式 14 5 ―

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

合計 14 5 ―

種類
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

その他有価証券

非上場株式(店頭売買株式を除く) 40

債券 2

合計 42

区分
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超 
(百万円)

① 債券 ― ― ― ―

国債・地方債等 ― ― ― ―

社債 2 ― ― ―

その他 ― ― ― ―

② その他 ― ― ― ―

合計 2 ― ― ―



当連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分
取得原価
(百万円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

① 株式 1,306 3,157 1,850

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

小計 1,306 3,157 1,850

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

① 株式 16 15 △0

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

小計 16 15 △0

合計 1,323 3,173 1,849

種類
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額 
(百万円)

① 株式 1 0 12

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

合計 1 0 12

種類
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

その他有価証券

非上場株式 40

合計 40



(デリバティブ取引関係) 
  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１ 取引の状況に関する事項

 (1) 取引の内容及び利用目的等

   変動金利の借入金調達資金を固定金利の資金調達

に換えるため、金利スワップ取引を行っておりま

す。

   なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っております。

  ① ヘッジ手段とヘッジ対象

    ヘッジ手段―金利スワップ

    ヘッジ対象―借入金の利息

  ② ヘッジ方針

    借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利

スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別

は個別契約毎に行っております。

  ③ ヘッジの有効性評価の方法

    リスク管理方針に従って、以下の条件を満たす

金利スワップを締結しております。

   ⅰ 金利スワップの想定元本と長期借入金の元本

金額が一致している。

   ⅱ 金利スワップと長期借入金の契約期間及び満

期が一致している。

   ⅲ 長期借入金の変動金利のインデックスと金利

スワップで受払いされる変動金利のインデッ

クスが一致している。

   ⅳ 長期借入金と金利スワップの金利改定条件が

一致している。

   ⅴ 金利スワップの受払い条件がスワップ期間を

通して一定である。

    従って、金利スワップの特例処理の要件を満た

しているので決算日における有効性の評価を省

略しております。

１ 取引の状況に関する事項

 (1) 取引の内容及び利用目的等

同左

 (2) 取引に対する取組方針

   変動金利を固定金利に変換する目的で金利スワッ

プ取引を利用しているのみであり、投機目的の取

引及びレバレッジ効果の高いデリバティブ取引は

行わない方針であります。

 (2) 取引に対する取組方針

同左

 (3) 取引に関するリスクの内容

   金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリス

クを有しております。

   なお、デリバティブ取引の契約先は、いずれも信

用度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約

不履行によるいわゆる信用リスクは、ほとんど無

いと判断しております。

 (3) 取引に関するリスクの内容

同左

 (4) 取引に係るリスク管理体制

   デリバティブ取引の実行及び管理は、内規に基づ

き経理部が決済担当者の承認を得て行っておりま

す。

 (4) 取引に係るリスク管理体制

同左

２ 取引の時価等に関する事項

  該当事項はありません。

２ 取引の時価等に関する事項

同左



 
  

(退職給付関係) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。また、

総合設立型の厚生年金基金制度(西日本段ボール厚生年金基金)に加入しております。一部子会社が中小

企業退職金共済制度に加入しております。 

 なお、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされ

ない割増退職金を支払う場合があります。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 
  

 
  

３ 退職給付費用に関する事項 
  

 
(注) １ 会計基準変更時差異費用償却額285百万円は、５年による按分額を費用処理しており、特別損失として計上

しております。 

２ 西日本段ボール厚生年金基金制度については、自社の拠出に対する年金資産の額を合理的に計算することが

できないため、掛金拠出金のうち従業員負担部分を除いて退職給付費用として処理しております。 

なお、掛金拠出割合に基づく年金資産の額は、前連結会計年度では4,767百万円、当連結会計年度では5,903

百万円であります。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

  なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッ

ジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除

いております。

同左

前連結会計年度
(平成16年12月31日)

当連結会計年度 
(平成17年12月31日)

① 退職給付債務 △5,284百万円 △5,197百万円

② 年金資産 2,389百万円 2,855百万円

③ 未積立退職給付債務(①＋②) △2,894百万円 △2,341百万円

④ 会計基準変更時差異の未処理額 285百万円 ― 百万円

⑤ 未認識数理計算上の差異 442百万円 △72百万円

⑥ 退職給付引当金(③＋④＋⑤) △2,166百万円 △2,414百万円

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

① 勤務費用 234百万円 231百万円

② 利息費用 129百万円 132百万円

③ 期待運用収益 △55百万円 △59百万円

④ 会計基準変更時差異の費用処理額 285百万円 285百万円

⑤ 数理計算上の差異の費用処理額 59百万円 59百万円

  小 計 654百万円 649百万円

 ⑥ 厚生年金基金拠出金 244百万円 267百万円

 ⑦ 中小企業退職金共済拠出金 1百万円 2百万円

 ⑧ 割増退職金等 27百万円 29百万円

  合 計 927百万円 949百万円



４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
  

 
  

(税効果会計関係) 

  

前連結会計年度
(平成16年12月31日)

当連結会計年度 
(平成17年12月31日)

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

② 割引率 2.5％ 2.5％

③ 期待運用収益率 2.5％ 2.5％

④ 数理計算上の差異の処理年数
  (翌期から定額均等費用処理)

10年 10年

⑤ 会計基準変更時差異の処理年数 5年 5年

前連結会計年度
(平成16年12月31日)

当連結会計年度
(平成17年12月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 87

賞与引当金否認額 63

未払事業税否認額 99

退職給付引当金損金算入限度超過
額

710

役員退職慰労引当金否認額 110

損金不算入の営業権償却額 228

その他 223

繰延税金資産小計 1,522

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 251

その他有価証券評価差額金 349

繰延税金負債小計 600

繰延税金資産(負債)の純額 921

 (注) 当連結会計年度における繰延税金資産(負債)の

純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれ

ております。

流動資産―繰延税金資産 205百万円

固定資産―繰延税金資産 716

固定負債―その他(繰延税金負債) 0

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 71

賞与引当金否認額 63

未払事業税否認額 91

退職給付引当金損金算入限度超過
額

894

役員退職慰労引当金否認額 127

損金不算入の営業権償却額 121

その他 198

繰延税金資産小計 1,568

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 250

その他有価証券評価差額金 749

繰延税金負債小計 999

繰延税金資産(負債)の純額 569

 (注) 当連結会計年度における繰延税金資産(負債)の

純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれ

ております。

流動資産―繰延税金資産 191百万円

固定資産―繰延税金資産 378

固定負債―その他(繰延税金負債) 0

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 41.9％

(調整)

交際費等永久に損金算入されない
項目

1.4％

受取配当等永久に益金算入されな
い項目

△0.6％

住民税均等割等 1.0％

その他 1.5％

税効果会計適用後の法人税等の負
担率

45.2％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との間の差異が法定実効税率の百分の五以下であるため
注記を省略しております。



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、製品の種類により区分しております。 

２ 各事業の主な製品  紙加工品事業……紙袋、紙器、段ボール箱、段ボール、洋服箱 

            化成品事業………ポリ袋、テーラーバッグ 

            その他事業………繊維品、その他雑貨 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,009百万円であり、その主なもの

は、親会社の管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は4,878百万円であり、その主なものは、親会社で

の余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

５ 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却が含まれております。 

  

紙加工品 
事業 
(百万円)

化成品
事業 
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する
  売上高

40,062 17,731 15,415 73,208 ― 73,208

(2) セグメント間の
  内部売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 40,062 17,731 15,415 73,208 ― 73,208

営業費用 37,643 16,529 14,337 68,511 989 69,500

営業利益 2,418 1,201 1,077 4,697 (989) 3,707

Ⅱ 資産、減価償却費及び
  資本的支出

資産 22,556 9,414 6,363 38,335 4,878 43,213

減価償却費 615 212 25 853 14 868

資本的支出 484 42 23 550 8 559



当連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、製品の種類により区分しております。 

２ 各事業の主な製品  紙加工品事業……紙袋、紙器、段ボール箱、段ボール、洋服箱 

            化成品事業………ポリ袋、テーラーバッグ 

            その他事業………繊維品、その他雑貨 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は991百万円であり、その主なもの

は、親会社の管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は7,260百万円であり、その主なものは、親会社で

の余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

５ 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却が含まれております。 

  

紙加工品 
事業 
(百万円)

化成品
事業 
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する
  売上高

42,530 19,392 16,157 78,081 ― 78,081

(2) セグメント間の
  内部売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 42,530 19,392 16,157 78,081 ― 78,081

営業費用 39,462 18,195 14,989 72,647 967 73,614

営業利益 3,068 1,197 1,168 5,434 (967) 4,467

Ⅱ 資産、減価償却費及び
  資本的支出

資産 22,707 9,633 6,123 38,463 7,260 45,724

減価償却費 602 192 23 819 10 829

資本的支出 802 99 40 942 5 947



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれ

も90％を超えているため、その記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれ

も90％を超えているため、その記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日) 

役員及び個人主要株主等 

  

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

   近隣の取引実勢に基づいて交渉のうえ賃借料を決定しております。 

  

当連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

役員及び個人主要株主等 

  

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

   近隣の取引実勢に基づいて交渉のうえ賃借料を決定しております。 

  

属性 氏名 住所
資本金又 
は出資金

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容 取引金額 科目 期末残高
役員の
兼任等

事業上
の関係

役員の 
近親者

森田房子 ― ― なし なし なし なし 土地の賃借 ７百万円 ― ―

属性 氏名 住所
資本金又 
は出資金

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容 取引金額 科目 期末残高
役員の
兼任等

事業上
の関係

役員の 
近親者

森田房子 ― ― なし なし なし なし 土地の賃借 ７百万円 ― ―



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１株当たり純資産額 940.18円 １株当たり純資産額 1,080.48円

１株当たり当期純利益 103.16円 １株当たり当期純利益 131.21円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため、記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため、記載しておりません。

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

連結損益計算書上の当期純利益 1,902百万円 2,416百万円

普通株主に帰属しない金額
(うち利益処分による役員賞与)

24百万円
(24百万円)

28百万円
(28百万円)

普通株式に係る当期純利益 1,878百万円 2,388百万円

普通株式の期中平均株式数 18,206,346株 18,205,972株



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 340 376 0.6 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 472 354 1.0 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

354 ― ― ―

その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 1,166 730 ― ―



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  
第53期

(平成16年12月31日)
第54期 

(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,989 3,393

 ２ 受取手形 ※４ 5,259 4,424

 ３ 売掛金 ※３ 14,403 15,700

 ４ 材料売掛金 311 290

 ５ 製品商品 3,254 2,932

 ６ 材料 221 235

 ７ 仕掛品 320 388

 ８ 貯蔵品 26 17

 ９ 前渡金 0 0

 10 前払費用 20 24

 11 繰延税金資産 193 177

 12 短期貸付金 174 24

 13 その他 ※３ 30 242

 14 貸倒引当金 △ 74 △ 60

   流動資産合計 26,131 60.6 27,790 61.6

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物 3,384 3,068

  (2) 構築物 102 92

  (3) 機械装置 2,250 2,350

  (4) 車両運搬具 27 23

  (5) 工具器具備品 186 179

  (6) 土地 5,976 6,046

  (7) 建設仮勘定 65 28

   有形固定資産合計 11,992 27.8 11,789 26.2



第53期
(平成16年12月31日)

第54期 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 ２ 無形固定資産

  (1) 借地権 30 30

  (2) ソフトウェア 135 158

  (3) 電話加入権 23 23

  (4) その他 5 3

   無形固定資産合計 194 0.5 215 0.5

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 2,209 3,212

  (2) 関係会社株式 1,072 1,072

  (3) 出資金 232 195

  (4) 長期貸付金 252 38

  (5) 従業員長期貸付金 81 80

  (6) 関係会社長期貸付金 60 88

  (7) 更生債権等 40 79

  (8) 長期前払費用 63 48

  (9) 繰延税金資産 716 378

  (10) 保険料積立金 75 77

  (11) 差入保証金 203 237

  (12) 貸倒引当金 △238 △214

   投資その他の資産合計 4,769 11.1 5,294 11.7

   固定資産合計 16,956 39.4 17,300 38.4

   資産合計 43,088 100.0 45,090 100.0



第53期
(平成16年12月31日)

第54期 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※４ 10,227 9,511

 ２ 買掛金 ※３ 9,395 9,642

 ３ 短期借入金 340 376

 ４ １年以内返済予定の 
   長期借入金

※１ 472 354

 ５ 未払金 512 737

 ６ 未払法人税等 1,117 1,205

 ７ 未払消費税等 160 138

 ８ 未払費用 181 185

 ９ 前受金 33 38

 10 預り金 178 186

 11 賞与引当金 149 145

 12 設備関係支払手形 213 93

 13 その他 ― 70

   流動負債合計 22,983 53.3 22,685 50.3

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※１ 354 ―

 ２ 退職給付引当金 2,166 2,414

 ３ 役員退職慰労引当金 272 314

 ４ 受入保証金 3 3

   固定負債合計 2,796 6.5 2,732 6.1

   負債合計 25,780 59.8 25,418 56.4



 

第53期
(平成16年12月31日)

第54期 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※２ 2,200 5.1 2,200 4.9

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 2,290 2,290

   資本剰余金合計 2,290 5.3 2,290 5.1

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 449 449

 ２ 任意積立金 10,903 12,335

  (1) 買換資産圧縮積立金 402 384

  (2) 別途積立金 10,501 11,951

 ３ 当期未処分利益 1,944 2,291

   利益剰余金合計 13,297 30.9 15,076 33.4

Ⅳ その他有価証券評価差額金 513 1.2 1,100 2.4

Ⅴ 自己株式 ※５ △993 △2.3 △993 △2.2

   資本合計 17,307 40.2 19,672 43.6

   負債・資本合計 43,088 100.0 45,090 100.0



② 【損益計算書】 

  
第53期

(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

第54期
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 70,754 100.0 72,442 100.0

Ⅱ 売上原価 ※５

 １ 製品商品期首たな卸高 2,747 3,254

 ２ 当期製品製造原価 18,408 17,226

 ３ 当期商品仕入高 37,210 38,339

   合計 58,365 58,821

 ４ 製品商品期末たな卸高 3,254 55,111 77.9 2,932 55,888 77.1

   売上総利益 15,643 22.1 16,553 22.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※５

 １ 荷造費・運送費 3,202 3,404

 ２ 広告宣伝費 81 85

 ３ 試作研究見本品費 173 152

 ４ 貸倒引当金繰入額 13 41

 ５ 給料手当 3,919 3,845

 ６ 賞与引当金繰入額 93 89

 ７ 退職給付費用 371 415

 ８ 役員退職慰労 
   引当金繰入額

39 42

 ９ 福利厚生費 557 519

 10 交際費 98 92

 11 旅費交通費 196 187

 12 消耗品費 71 69

 13 支払手数料 271 433

 14 減価償却費 277 254

 15 賃借料 2,201 2,373

 16 その他 595 12,162 17.2 646 12,656 17.5

   営業利益 3,480 4.9 3,896 5.4



 
  

第53期
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

第54期
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅳ 営業外収益 ※１

 １ 受取利息 46 48

 ２ 受取配当金 67 108

 ３ 賃貸料 86 100

 ４ 受取保険金 10 ―

 ５ 受取手数料 38 66

 ６ 雑収入 9 258 0.4 6 330 0.5

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息及び割引料 30 22

 ２ 台風災害損失 15 ―

 ３ 損失補填金 ― 5

 ４ 雑損失 11 57 0.1 4 32 0.1

   経常利益 3,681 5.2 4,194 5.8

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 0 0

 ２ 投資有価証券売却益 5 0

 ３ 貸倒引当金戻入益 57 15

 ４ 過年度受取手数料 ※１ ― 63 0.1 188 203 0.2

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※３ 0 4

 ２ 固定資産除却損 ※４ 22 202

 ３ 投資有価証券売却損 ― 12

 ４ 投資有価証券評価損 12 20

 ５ 会員権等評価損 51 0

 ６ 退職給付会計基準 
   変更時差異償却

285 285

 ７ 会員権等売却損 ― 373 0.5 0 526 0.7

   税引前当期純利益 3,371 4.8 3,871 5.3

   法人税、住民税及び 
   事業税

1,739 1,650

   法人税等調整額 △253 1,485 2.1 △45 1,604 2.2

   当期純利益 1,886 2.7 2,267 3.1

   前期繰越利益 222 233

   中間配当額 163 209

   当期未処分利益 1,944 2,291



製造原価明細書 

  

 
当社の原価計算方法は、原則として原価計算基準に基づき組別総合原価計算を実施し、一期間の製品、半製品等の受払

は予定価格で行い、期末に当期における組別の実際完成品総合原価により、実際原価に修正する方法を採用しておりま

す。 

  

(注) ※他勘定振替の内容は次のとおりであります。 

  

 

第53期
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

第54期
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

Ⅰ 材料費 9,921 52.6 9,232 52.0

Ⅱ 労務費 3,085 16.3 2,944 16.6

Ⅲ 経費

  １ 外注費 2,906 2,608

  ２ 消耗印版費 1,177 1,081

  ３ 減価償却費 562 550

  ４ 修繕費 210 246

  ５ 動力費 335 328

  ６ 消耗品費 117 120

  ７ その他 564 641

  経費合計 5,874 31.1 5,576 31.4

  当期総製造費用 18,881 100.0 17,753 100.0

  仕掛品期首たな卸高 311 320

   合計 19,193 18,073

  他勘定振替高 ※ 465 458

  仕掛品期末たな卸高 320 388

  当期製品製造原価 18,408 17,226

摘要 第53期 第54期

外注先に対する半製品有償支給高(加工

商品の仕入は当期商品仕入高として計上

しております)

426百万円 436百万円

荷造費等自家消費高 23百万円 19百万円

受取工賃 15百万円 2百万円



③ 【利益処分計算書】 

  

 
(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

第53期
(平成17年３月30日)

第54期 
(平成18年３月30日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 1,944 2,291

Ⅱ 任意積立金取崩額

   買換資産圧縮積立金 
   取崩額

17 16

    合計 1,962 2,308

Ⅲ 利益処分額

 １ 配当金 254 245

 ２ 取締役賞与金 22 26

 ３ 監査役賞与金 1 1

 ４ 任意積立金

   別途積立金 1,450 1,728 1,750 2,023

Ⅳ 次期繰越利益 233 284



重要な会計方針 

  
第53期

(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

第54期
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

  子会社株式

    ……………移動平均法による原価法

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

  子会社株式

同左

  その他有価証券

   時価のあるもの

    ……………決算期末日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定)

  その他有価証券

   時価のあるもの

同左

   時価のないもの

    ……………移動平均法による原価法

   時価のないもの

同左

２ デリバティブの評価基準及び評価方法

   デリバティブ

    時価法

２ デリバティブの評価基準及び評価方法

   デリバティブ

同左

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法

   材料・製品・商品・仕掛品・半製品

    ……………総平均法による低価法

   貯蔵品

    ……………最終仕入原価法による原価法

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法

   材料・製品・商品・仕掛品・半製品

同左

   貯蔵品

同左

４ 固定資産の減価償却の方法

  有形固定資産……定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建

物附属設備を除く)については定額法によっており

ます。

  なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 10～50年

機械装置及び運搬具 ４～12年

４ 固定資産の減価償却の方法

  有形固定資産

同左

  無形固定資産……定額法

  ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっ

ております。

  無形固定資産

同左

５ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

５ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同左

 (2) 賞与引当金

   従業員に対する賞与の支給に備えるため、過去の

支給実績を勘案し、当期の負担すべき実際支給見

込額を計上しております。

 (2) 賞与引当金

同左



 
  

第53期
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

第54期
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 (3) 退職給付引当金

   従業員に対する退職給付に備えるため、当期末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当期末において発生していると認められる額

を計上しております。

なお、会計基準変更時差異(1,429百万円)につい

ては、５年による按分額を費用処理しておりま

す。

   また、数理計算上の差異は、発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定

額法により翌事業年度から費用処理することとし

ております。

 (3) 退職給付引当金

同左

 (4) 役員退職慰労引当金

   役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、内

規に基づく期末要支給額の100％を計上しており

ます。

 (4) 役員退職慰労引当金

   役員及び執行役員に対する退職慰労金の支払に備

えるため、内規に基づく期末要支給額の100％を

計上しております。 

（追加情報） 

当事業年度より執行役員制度を導入したことに伴

い、執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金

に含めて計上しております。なお、これによる当

事業年度に与える影響は軽微であります。

６ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

  外貨建金銭債権債務は、期末決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。

６ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

同左

７ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。

７ リース取引の処理方法

同左

８ ヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満た

しておりますので、特例処理を採用しておりま

す。

８ ヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段-----金利スワップ

ヘッジ対象-----借入金の利息

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ③ ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利ス

ワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個

別契約毎に行っております。

 ③ ヘッジ方針

同左

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップの特例処理の要件を満たしているの

で決算日における有効性の評価を省略しておりま

す。

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

９ その他財務諸表作成のための重要な事項

   消費税等の会計処理

   税抜処理によっております。

９ その他財務諸表作成のための重要な事項

   消費税等の会計処理

同左



表示方法の変更 

  

 
  

追加情報 

  

 
  

第53期
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

第54期
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

（損益計算書） 

受取手数料は営業外収益の100分の10を超えたため区分

掲記することとしました。 

なお、前期は営業外収益の雑収入に24百万円含まれてお

ります。

―――

第53期
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

第54期
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

―――

「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律第

９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１

日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当期から「法人事業税における外形

標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の

取扱い」(平成16年２月13日 企業会計基準委員会 実務

対応報告第12号)に従い法人事業税の付加価値割及び資

本割については、販売費及び一般管理費に計上しており

ます。 

この結果、販売費及び一般管理費が59百万円増加し、営

業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、59百万円減

少しております。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

第53期 
(平成16年12月31日)

第54期
(平成17年12月31日)

 

※１ (1) このうち

建物 2,129百万円(帳簿価額)

構築物 45 〃 (  〃  )

機械装置 45 〃 (  〃  )

工具器具備品 1 〃 (  〃  )

土地 443 〃 (  〃  )

工場財団計 2,665 〃 (  〃  )

は運転資金借入金227百万円(長期借入金227百

万円)の担保として財団抵当に供しておりま

す。

※１ (1) ――

 

   (2) このうち

土地 93百万円(帳簿価額)

は運転資金借入金120百万円(長期借入金120百

万円)の担保に供しております。

   (2) ――

   (3) 有形固定資産の
     減価償却累計額

20,148百万円
  (3) 有形固定資産の
    減価償却累計額

19,850百万円

※２ 会社が発行する株式総数 普通株式 48,000,000株

   会社の発行済株式総数 普通株式 19,360,000株

※２ 会社が発行する株式総数 普通株式 48,000,000株

   会社の発行済株式総数 普通株式 19,360,000株

 

※３ 関係会社に係る注記

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。

売掛金 497百万円

買掛金 49 〃

※３ 関係会社に係る注記

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。

売掛金 283百万円

未収入金 203 〃

買掛金 33 〃

※４ 期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもっ

て決済処理しております。したがって当期末日が

金融機関の休日であったため次の期末日満期手形

が期末残高に含まれております。

受取手形 250百万円

支払手形 1,056 〃

※４ 期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもっ

て決済処理しております。したがって当期末日が

金融機関の休日であったため次の期末日満期手形

が期末残高に含まれております。

受取手形 204百万円

支払手形 1,124 〃

※５ 会社が保有する自己株式の数

普通株式 1,153,824株

※５ 会社が保有する自己株式の数

普通株式 1,154,315株

 ６ 配当制限

その他有価証券の時価評価により、純資産が513

百万円増加しております。

なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により配当に充当することが制限されており

ます。

 ６ 配当制限

その他有価証券の時価評価により、純資産が

1,100百万円増加しております。

なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により配当に充当することが制限されており

ます。



(損益計算書関係) 

  

 
  

第53期
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

第54期
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 

※１ 各科目に含まれている関係会社に対するものは次

のとおりであります。

受取利息 3百万円

受取配当金 44 〃

賃貸料 28 〃

受取手数料 30 〃

※１ 各科目に含まれている関係会社に対するものは次

のとおりであります。

受取利息 2百万円

受取配当金 77 〃

賃貸料 32 〃

受取手数料 59 〃

過年度受取手数料 188 〃

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

機械装置 0百万円

車両運搬具 0 〃

計 0 〃

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

車両運搬具 0百万円

 

※３ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

機械装置 0百万円

工具器具備品 0 〃

計 0 〃

※３ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

機械装置 4百万円

車両運搬具

工具器具備品

0 〃

0 〃

計 4 〃

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物 3百万円

構築物 0 〃

機械装置 14 〃

車両運搬具 0 〃

工具器具備品 3 〃

計 22 〃

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物 170百万円

構築物 4 〃

機械装置 24 〃

車両運搬具 0 〃

工具器具備品 3 〃

計 202 〃

※５ 一般管理費及び当期製造費用に含まれている研究

開発費は、413百万円であります。

※５ 一般管理費及び当期製造費用に含まれている研究

開発費は、342百万円であります。



(リース取引関係) 

  

 
  

(有価証券関係) 

  

 
  

第53期
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

第54期
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

工具器具 
備品

358 178 180

機械装置 105 17 88

車両運搬具 11 9 1

ソフト 
ウェア

153 91 62

合計 629 297 332

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

工具器具
備品

323 152 171

機械装置 105 34 71

車両運搬具 3 3 0

ソフト
ウェア

105 59 46

合計 538 249 289

   (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、「支払利子込み法」により

算定しております。

   (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、「支払利子込み法」により

算定しております。

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 107百万円

１年超 225百万円

合計 332百万円

   (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、「支払利子

込み法」により算定しております。

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 94百万円

１年超 194百万円

合計 289百万円

   (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、「支払利子

込み法」により算定しております。

 (3) 当期の支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 122百万円

減価償却費相当額 122百万円

 (3) 当期の支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 116百万円

減価償却費相当額 116百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を０とする

定額法によっております。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を０とする

定額法によっております。

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年以内 19百万円

１年超 25百万円

合計 44百万円

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年以内 20百万円

１年超 21百万円

合計 42百万円

第53期 
(平成16年12月31日)

第54期
(平成17年12月31日)

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。

同左



(税効果会計関係) 

  

 
  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎 

 

第53期 
(平成16年12月31日)

第54期
(平成17年12月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 87

賞与引当金損金否認額 60

未払事業税否認額 95

退職給付引当金損金算入限度超過
額

710

役員退職慰労引当金否認額 110

損金不算入の営業権償却額 228

その他 218

繰延税金資産小計 1,510

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 251

その他有価証券評価差額金 349

繰延税金負債小計 600

繰延税金資産(負債)の純額 909

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 71

賞与引当金否認額 58

未払事業税否認額 87

退職給付引当金損金算入限度超過
額

894

役員退職慰労引当金否認額 127

損金不算入の営業権償却額 121

その他 193

繰延税金資産小計 1,555

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 250

その他有価証券評価差額金 748

繰延税金負債小計 998

繰延税金資産(負債)の純額 556

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 41.9％

(調整)

交際費等永久に損金算入されない
項目

1.4％

受取配当等永久に益金算入されな
い項目

△0.7％

住民税均等割等 1.1％

その他 0.4％

税効果会計適用後の法人税等の負
担率

44.1％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との間の差異が法定実効税率の百分の五以下であるため
注記を省略しております。

第53期
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

第54期
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１株当たり純資産額 949.34円 １株当たり純資産額 1,079.05円

１株当たり当期純利益 102.28円 １株当たり当期純利益 122.99円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため、記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため、記載しておりません。

第53期
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

第54期
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

損益計算書上の当期純利益 1,886百万円 2,267百万円

普通株主に帰属しない金額
（うち利益処分による役員賞与金）

24百万円
(24百万円)

28百万円
(28百万円)

普通株式に係る当期純利益 1,862百万円 2,239百万円

普通株式の期中平均株式数 18,206,346株 18,205,972株



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

 
【有形固定資産等明細表】 

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

その他有価証券

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グ
ループ

246 393

タカラスタンダード㈱ 530,934 388

㈱丸井 144,961 335

㈱チヨダ 95,510 272

ハウス食品㈱ 137,562 246

㈱Ｔ＆Ｄホールディングス 19,500 152

㈱マックハウス 33,851 119

北越製紙㈱ 182,611 111

大王製紙㈱ 100,000 100

イオン㈱ 21,940 65

丸紅㈱ 100,000 63

三井トラストホールディングス㈱ 41,472 58

㈱フジ 28,701 54

㈱三井住友フィナンシャル・グル
ープ

42 52

象印マホービン㈱ 38,510 48

旭松食品㈱ 57,000 42

はるやま商事㈱ 20,450 35

㈱タイヨー 21,231 31

エルク㈱ 42,000 30

㈱大丸 18,000 30

アルメタックス㈱ 58,637 27

日本紙パルプ商事㈱ 56,895 26

ダイセル化学工業㈱ 29,000 24

㈱ライトオン 4,218 23

㈱フタタ 45,850 22

その他75銘柄 636,345 451

計 2,465,466 3,212



  

 
(注)１ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

 
  ２ 当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。 

 
    

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 
(百万円)

有形固定資産

建物 10,528 72 415 10,186 7,117 246 3,068

構築物 530 3 35 498 405 9 92

機械装置 13,532 588 715 13,405 11,054 423 2,350

車両運搬具 197 10 45 162 139 10 23

工具器具備品 1,310 52 51 1,312 1,132 56 179

土地 5,976 70 ― 6,046 ― ― 6,046

建設仮勘定 65 444 481 28 ― ― 28

有形固定資産計 32,141 1,242 1,744 31,639 19,850 746 11,789

無形固定資産

借地権 30 ― ― 30 ― ― 30

ソフトウェア 216 74 13 278 119 51 158

電話加入権 23 ― ― 23 ― ― 23

その他 23 ― 0 23 19 1 3

無形固定資産計 293 74 13 355 139 53 215

長期前払費用 141 8 57 92 43 22 48

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

 機械装置 大阪工場 製袋機 86百万円

廃液処理装置 39

埼玉工場 製袋機 86

奈良工場 印刷機 257

 建物 東京本部 社屋 282百万円

 機械装置 大阪工場 印刷機 145



【資本金等明細表】 

  

 
(注)１ 当期末における自己株式は、1,154,315株であります。 

  ２ 任意積立金の当期増加額及び当期減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、洗替による戻入額であります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金 (百万円) 2,200 ― ― 2,200

資本金のうち 
既発行株式

普通株式 (株) ( 19,360,000) (     ―) (     ―) ( 19,360,000)

普通株式 (百万円) 2,200 ― ― 2,200

計 (株) ( 19,360,000) (     ―) (     ―) ( 19,360,000)

計 (百万円) 2,200 ― ― 2,200

資本準備金及び 
その他資本剰余金

資本準備金

 株式払込剰余金 (百万円) 2,290 ― ― 2,290

計 (百万円) 2,290 ― ― 2,290

利益準備金及び 
任意積立金

利益準備金 (百万円) 449 ― ― 449

任意積立金

買換資産 
圧縮積立金

(百万円) 402 ― 17 384

別途積立金 (百万円) 10,501 1,450 ― 11,951

計 (百万円) 11,352 1,450 17 12,784

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 312 41 63 15 275

賞与引当金 149 145 149 ― 145

役員退職慰労引当金 272 42 ― ― 314



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

イ 現金及び預金 

  

 
  

ロ 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)期日別内訳 

  

 
  

内訳
金額 
(百万円)

内訳
金額
(百万円)

内訳
金額 
(百万円)

現金 158 外貨預金 8 別段預金 0

当座預金 3,134 定期預金 55 預金計 3,234

普通預金 30 振替貯金 6 合計 3,393

相手先 金額(百万円)

㈱スピンドル 295

㈱ヴァンドーム・ヤマダ 173

シャディ㈱ 160

㈱ザ・ニコルス 145

㈱チヨダ 136

その他 3,513

合計 4,424

期日別 金額(百万円)

平成17年12月満期 204

平成18年１月 〃 1,197

  〃  ２月 〃 1,242

  〃  ３月 〃 993

  〃  ４月 〃 511

  〃  ５月 〃 211

  〃  ６月 〃 31

  〃  ７月以降満期 32

合計 4,424



ハ 売掛金(材料売掛金は外注先管理科目につき除いております。) 

(イ)売掛金 

  

 
(注) 上記売掛金のうち相手先がユニ・チャーム㈱、チェルト㈱および松下電器産業㈱のものについては、ファクタ

リング取引契約によるものが含まれております。 

  

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

 
(注) １ 滞留日数の計算は次の算式によっております。 

 
２ 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

相手先 金額(百万円)

ユニ・チャーム㈱ 589

チェルト㈱ 410

松下電器産業㈱ 339

㈱ファーストリテイリング 264

㈱阪急百貨店 262

その他 13,835

合計 15,700

期首残高 
(百万円) 
(Ａ)

当期発生高 
(百万円) 
(Ｂ)

当期回収高
(百万円) 
(Ｃ)

当期末残高
(百万円) 
(Ｄ)

回収率(％)
(Ｃ)÷(Ａ＋Ｂ)

平均滞留日数 
(日)

14,403 76,064 74,766 15,700 82.6 71.2

(Ａ)＋(Ｄ)
÷
(Ｂ)

×30日
２ 12



ニ たな卸資産 

  

 
  

内訳 金額(百万円)

製品商品

段ボール箱 19

段ボール 1

洋服箱 20

紙器 528

紙袋 1,138

ポリ袋 630

テーラー袋 49

値札 47

進物品 496

計 2,932

材料

段ボール用原紙 47

紙器・洋服箱用原紙 16

紙袋等用原紙 89

補助材料 82

計 235

仕掛品

段ボール箱 9

洋服箱 1

紙器 174

紙袋 125

ポリ袋 73

値札 2

進物品 1

計 388

貯蔵品

印版材料 3

消耗工具 6

荷造材料等 7

計 17

合計 3,573



② 負債の部 

イ 支払手形 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)期日別内訳 

  

 
  

ロ 買掛金 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

大倉工業㈱ 271

丸善工業㈱ 258

福助工業㈱ 217

大王製紙㈱ 188

丸紅紙パルプ販売㈱ 186

その他 8,390

合計 9,511

支払手形

期日別 金額(百万円)

平成17年12月満期 1,124

平成18年１月 〃 2,124

  〃  ２月 〃 2,412

  〃  ３月 〃 2,557

  〃  ４月 〃 1,009

  〃  ５月 〃 283

合計 9,511

相手先 金額(百万円)

プラネット㈱ 251

七條紙商事㈱ 144

丸善工業㈱ 141

㈱鈴木印刷 110

清水化学工業㈱ 107

その他 8,887

合計 9,642



ハ 退職給付引当金 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

金額（百万円）

① 退職給付債務 5,197

② 年金資産 △2,855

③ 未積立退職給付債務(①＋②) 2,341

④ 会計基準変更時差異の未処理額 ―

⑤ 未認識数理計算上の差異 72

⑥ 退職給付引当金(③＋④＋⑤) 2,414



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

決算期 12月31日

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

株券の種類 100株券、500株券、1,000株券、10,000株券

中間配当基準日 ６月30日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

  取扱場所
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部

  代理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店

野村證券株式会社 全国本支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

  取扱場所
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部

  代理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店

  買取手数料 無料

公告掲載新聞名 日本経済新聞

株主に対する特典
毎年12月31日現在の株主に対し1,000円相当のＪＲオレンジカード、６月30日現在の
株主に対しカレンダーを贈呈



  

第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

該当事項はありません。 

(1) 
有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第53期)

自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日

平成17年３月30日 
近畿財務局長に提出。

(2) 半期報告書 (第54期中)
自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日

平成17年９月29日 
近畿財務局長に提出。

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成17年３月30日

ザ・パック株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているザ・パック株式会社の平成16年１月１日から平成16年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結

附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、ザ・パック株式会社及び連結子会社の平成16年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

 

新日本監査法人

代表社員
関与社員

公認会計士  檀  上  秀  逸  ㊞

代表社員
関与社員

公認会計士  田  原  準  平  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年３月30日

ザ・パック株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているザ・パック株式会社の平成17年１月１日から平成17年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結

附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、ザ・パック株式会社及び連結子会社の平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  檀  上  秀  逸  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  田  原  準  平  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成17年３月30日

ザ・パック株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているザ・パック株式会社の平成16年１月１日から平成16年12月31日までの第53期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ザ・パック株式会社の平成16年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

 

新日本監査法人

代表社員
関与社員

公認会計士  檀  上  秀  逸  ㊞

代表社員
関与社員

公認会計士  田  原  準  平  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年３月30日

ザ・パック株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているザ・パック株式会社の平成17年１月１日から平成17年12月31日までの第54期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ザ・パック株式会社の平成17年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  檀  上  秀  逸  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  田  原  準  平  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)発行済株式総数、資本金等の推移
	(4)所有者別状況
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	(7)ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	(1)定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況
	①前決議期間における自己株式の取得等の状況
	②当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況

	(2)資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況
	①前決議期間における自己株式の買受け等の状況
	②当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等


	３配当政策
	４株価の推移
	(1)最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	(2)最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況

	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	(1)連結財務諸表
	①連結貸借対照表
	②連結損益計算書
	③連結剰余金計算書
	④連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	関連当事者との取引
	⑤連結附属明細表
	社債明細表
	借入金等明細表

	(2)その他

	２財務諸表等
	(1)財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③利益処分計算書
	④附属明細表
	有価証券明細表
	株式
	有形固定資産等明細表
	資本金等明細表
	引当金明細表

	(2)主な資産及び負債の内容
	(3)その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/76
	pageform2: 2/76
	form1: EDINET提出書類  2006/03/30 提出
	form2: ザ・パック株式会社(242053)
	form3: 有価証券報告書
	pageform3: 3/76
	pageform4: 4/76
	pageform5: 5/76
	pageform6: 6/76
	pageform7: 7/76
	pageform8: 8/76
	pageform9: 9/76
	pageform10: 10/76
	pageform11: 11/76
	pageform12: 12/76
	pageform13: 13/76
	pageform14: 14/76
	pageform15: 15/76
	pageform16: 16/76
	pageform17: 17/76
	pageform18: 18/76
	pageform19: 19/76
	pageform20: 20/76
	pageform21: 21/76
	pageform22: 22/76
	pageform23: 23/76
	pageform24: 24/76
	pageform25: 25/76
	pageform26: 26/76
	pageform27: 27/76
	pageform28: 28/76
	pageform29: 29/76
	pageform30: 30/76
	pageform31: 31/76
	pageform32: 32/76
	pageform33: 33/76
	pageform34: 34/76
	pageform35: 35/76
	pageform36: 36/76
	pageform37: 37/76
	pageform38: 38/76
	pageform39: 39/76
	pageform40: 40/76
	pageform41: 41/76
	pageform42: 42/76
	pageform43: 43/76
	pageform44: 44/76
	pageform45: 45/76
	pageform46: 46/76
	pageform47: 47/76
	pageform48: 48/76
	pageform49: 49/76
	pageform50: 50/76
	pageform51: 51/76
	pageform52: 52/76
	pageform53: 53/76
	pageform54: 54/76
	pageform55: 55/76
	pageform56: 56/76
	pageform57: 57/76
	pageform58: 58/76
	pageform59: 59/76
	pageform60: 60/76
	pageform61: 61/76
	pageform62: 62/76
	pageform63: 63/76
	pageform64: 64/76
	pageform65: 65/76
	pageform66: 66/76
	pageform67: 67/76
	pageform68: 68/76
	pageform69: 69/76
	pageform70: 70/76
	pageform71: 71/76
	pageform72: 72/76
	pageform73: 73/76
	pageform74: 74/76
	pageform75: 75/76
	pageform76: 76/76


